
 

 

令和４年度 行政事務のデジタル化推進事業（業務プロセス分析）業務委託の経緯 

 

時系列  ２０２６年(令和８年)９月議会 

質問  

予算要求時の相見積り 

 

当該事業は専門性が高く、

予算要求時点では対応可能

な事業者の把握が困難であ

ったため 

 

 

 何者から 

 

 

   

時系列  ２０２４年(令和６年)９月議会 

質問 答弁 

公募型プロポーザルに応募 

・（株）日本政策総研 

・A 者 

 

 

会社設立５ヶ月後で、公募型プロポ

ーザルへの参加資格はあるのか。 

木更津市プロポーザル方式実施

要綱第７条第４号の規定に基づ

き、入札参加資格者名簿への登

載の有無にかかわらず、広く提案

を求めた。 

  問題提起 

・（株）富士通総研から退職した社員

が、(株)日本政策総研を設立。 

・設立５ヶ月後で、会社の規模、財務

状況などはどのように審査したの

か、そして、A 者は、入札参加資格が

あったのか、会社の規模、財務状

況、どうだったのか、公正公平性が

保たれていたのか。 

 

受託した日本政策総研（株）

が 

再委託を２者にした 

・（株）富士通総研 

・㈲まちづくり建築工房 

  

 

 

委託先から再委託という状況は、木

更津市全体では把握しているのか。 

法令等による公表の定めのある

入札及び契約の経過及び契約内

容に関する事項については把握

しているが、個々の業務に関する

再委託の有無や内容は把握して

いない。 

  問題提起 

・再委託のルールは明確にすべき 

 

 

資料 3 プロポーザルの相見積り  
２０２６．９月議会質問資料 

１９番議員    田中紀子 

大綱 3 中項目(2)小項目①  


